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一般財団法人 にいがた住宅センター 適合証明手数料規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、一般財団法人にいがた住宅センター（以下「センター」という。）が別に定め

る適合証明業務規程（以下｢業務規程｣という。）に基づく適合証明業務を行うにあたって 必要

な手数料の額を定めるものとする。 

 

（新築一戸建て等の住宅の設計検査・中間現場検査・竣工現場検査の手数料） 

第２条 業務規程第２１条に規定する一戸建ての住宅の設計検査・中間現場検査・竣工現場検査の

手数料の額は、申請１件につき次の表に掲げる額とする。 

 

(税込) 

一戸建ての住宅 

設計検査 

当該住宅について建築基準法の確認申請、住宅

性能評価申請、、建築物エネルギー消費性能適合

性判定申請又は、BELS 評価申請をセンターに行

ったか又は同時に当該申請行う場合 

左記以外の場合 

22,000円 44,000円 

中間現場 

検査 
33,000円 

竣工現場 

検査 

建築基準法の完了検査と同時に当該申請を行う

場合 
左記以外の場合 

22,000円 33,000円 

竣工済特例 99,000円 110,000円 

（注 1）竣工済特例の耐震性は、建設住宅性能評価書の写しが必要。 

（注 2）バリアフリー性を選択した場合は、全ての手数料に 11,000円を加算。 

 

２ 前項の表に掲げる住宅の種類以外の手数料の額は、別途見積りとする。 

 

 

 

（中古住宅物件検査の手数料） 

第３条 業務規程第２１条に規定する中古住宅に係る手数料の額は、申請１件につき次の表に 

掲げる額とする。 
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                                     (税込) 

一戸建て住宅、連続建て住宅、重ね建て住宅、共同住宅(２階建て以下) 

 耐震評価が必要な住宅 

フラット３５ 14,300円+戸数×29,700円 14,300円+戸数×44,000円 

フラット３５ 
（金利 A）耐震性 

14,300円+戸数×39,600円 14,300円+戸数×62,700円 

フラット３５ 
(ZEH)(金利 A)(金利 B) 

バリアフリー、耐久性・可変

性、省エネルギー性、       

維持保全型 

14,300円+戸数×37,400円 14,300円+戸数×58,300円 

共同住宅(３階建て以上) 
 

耐震評価が必要な住宅 

フラット３５ 19,800円+戸数×35,200 円 19,800円+戸数×49,500円 

フラット３５ 
(ZEH)(金利 A)(金利 B) 

耐震性、バリアフリー、耐久

性・可変性、省エネルギー性、

維持保全型 

19,800円+戸数×37,400円 19,800円+戸数×52,800円 

(注１) 耐震評価が必要な住宅は、建築確認日が昭和５６年５月３１日以前の建築物、又は建築

確認日が不明の場合で新築年月日（表示登記における新築時期）が昭和５８年３月３１日

以前の建築物。 

(注２) ｢戸数｣は「証明対象戸数」をいう。 

 

（リフォーム工事に係る手数料） 

第４条 業務規程第２１条に規定するリフォーム工事に係る手数料の額は、申請１件につき次の

表に掲げる額とする。 

                                       (税込) 

 

 

 

工事の種類 耐震リフォーム以外 耐震リフォーム 

１戸建て等住宅 
（耐震リフォーム・バリアフリーリフォーム・ 

グリーンリフォーム・財形・積立） 

31,900円 36,300円 

共同建て住宅 
（耐震リフォーム・バリアフリーリフォーム・ 

グリーンリフォーム・財形・積立） 

36,300円 41,800円 
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（フラット３５リノベに係る手数料） 

第５条 業務規程第２１条に規定するフラット３５リノベに係る手数料の額は、申請１件につき

次の表に掲げる額とする。 

 

                                           (税込) 

一戸建て住宅、連続建て住宅、重ね建て住宅、共同住宅(２階建て以下)   

 ・耐震評価が必要な住宅 

・省エネＳ基準を外皮計算書等で

確認が必要な住宅 

事 前 確 認 14,300円+戸数×16,500円 14,300円+戸数×30,800円 

現 場 検 査 14,300円+戸数×16,500円 14,300円+戸数×30,800円 

 

 

共同住宅(３階建て以上)   

 

 

・耐震評価が必要な住宅 

・省エネＳ基準を外皮計算書等で

確認が必要な住宅 

事 前 確 認 19,800円+戸数×22,000円 19,800円+戸数×36,300円 

現 場 検 査 19,800円+戸数×22,000円 19,800円+戸数×36,300円 

(注１) 耐震評価が必要な住宅は、建築確認日が昭和５６年５月３１日以前の建築物、又は建築確

認日が不明の場合で新築年月日（表示登記における新築時期）が昭和５８年３月３１日以

前の建築物。 

(注２)｢戸数｣は「証明対象戸数」をいう。 

 

（住宅融資保険に係る手数料） 

第６条 業務規程第２１条に規定する住宅融資保険に係る手数料の額は、申請１件につき次の表

に掲げる額とする。                                 

 (税込) 

(注) ｢戸数｣は「証明対象戸数」をいう。 

 

(その他) 

第７条 設計検査に関する通知書、中間現場検査に関する通知書及び適合証明書（付表を含む）

の再交付をするときの料金は、１通につき 5,500円（税込）とする。ただし、やむを得ない事

由により、記載事項（計算に影響のない範囲に限る。）の修正に伴い再交付を行う場合の料金

は、１通につき 11,000円（税込）とする。 

住宅の種類 手 数 料 

一戸建て住宅、 

連続建て住宅、 

重ね建て住宅、 

共同住宅(２階建て以下) 

14,300円+戸数×62,700円 

共同住宅(３階建て以上) 19,800円+戸数×52,800円 
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附 則 

この規則は平成 15年 10月１日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 16年 10月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 17年 1月 4日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 17年 9月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 20年 6月 20日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 22年 6月 １日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 23年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 24年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 25年 2月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 27年 5月 29日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 28年 1月 14日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 28年 8月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 29年 12月 4日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 30年 4月 2日から施行する。 

附 則 

この規則は平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は令和 3年 1月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は令和 3年 5月 28日から施行する。 

附 則 

この規則は令和 4年 10月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は令和 5年 1月 4日から施行する。 

附 則 

この規則は令和 5年 4月 1日から施行する。 
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附 則 

この規則は令和 6年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この規則は令和 7年 4月 1日から施行する。 

 


